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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) ― 4,941,2025,097,772 ─ ─

経常利益 (千円) ― 1,664,4711,169,175 ─ ─

当期純利益 (千円) ― 957,648 395,998 ─ ─

純資産額 (千円) ― 4,656,430 ― ─ ─

総資産額 (千円) ― 5,389,483 ― ─ ─

１株当たり純資産額 (円) ― 8,112.25 ― ─ ─

１株当たり
当期純利益金額

(円) ― 1,668.38 682.33 ─ ─

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ─ ─

自己資本比率 (％) ― 86.4 ― ─ ─

自己資本利益率 (％) ― 20.6 ― ─ ─

株価収益率 (倍) ― ― ― ─ ─

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 1,248,06026,630 ─ ─

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △198,265△160,930 ─ ─

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 46,430 192,606 ─ ─

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) ― 4,482,5314,540,837 ─ ─

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
―
(―)

71
(29)

―
(―)

―
(―)

─
(─)

(注) １．第15期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．連結子会社である株式会社ビットムを平成18年２月１日付で吸収合併し、第16期末では連結子会社が存在し

ていないため、第16期の連結貸借対照表並びに第17期及び第18期の連結財務諸表を作成しておりません。従っ

て、第16期の連結貸借対照表に関連する各指標及び従業員数並びに第17期及び第18期の各指標及び従業員数

については記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．株価収益率については、当社株式は非上場であったため記載しておりません。

６．第15期及び第16期の連結財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき新日本監査法人の監査

を受けております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 4,845,1274,880,1835,018,6955,476,4055,608,750

経常利益 (千円) 1,596,9351,713,4431,201,1371,271,9931,389,312

当期純利益 (千円) 930,0431,006,869346,777 744,164 816,764

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ─ ─

資本金 (千円) 28,700 28,700 152,780 630,480 630,480

発行済株式総数 (株) 574,000 574,000 596,70032,485,00032,485,000

純資産額 (千円) 3,701,6524,705,6515,297,6996,907,7217,464,606

総資産額 (千円) 4,272,5245,380,8445,665,0447,968,2178,479,993

１株当たり純資産額 (円) 6,448.878,197.998,878.33 212.64 229.79

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
5.00

(―)

5.00

(―)

150.00

(―)

8.00

(―)

10.00

(─)

１株当たり
当期純利益金額

(円) 1,620.281,754.12 597.52 24.05 25.14

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ─ ─

自己資本比率 (％) 86.6 87.5 93.5 86.7 88.0

自己資本利益率 (％) 28.7 24.0 6.9 12.2 11.4

株価収益率 (倍) ― ― ― 16.3 10.3

配当性向 (％) 0.3 0.3 25.1 33.3 39.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 1,340,190680,680

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △204,850△3,669,877

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 821,911△269,177

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) ― ― ― 6,498,0893,239,714

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
61
(20)

69
(14)

91
(28)

99
(31)

80
(55)

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．第14期から第16期までの株価収益率については、当社株式は非上場であったため記載しておりません。

５．第15期、第16期及び第17期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第18期の財務諸表

については、金融商品取引法第193条の２の規定に基づき新日本監査法人の監査を受けており、第14期につい

ては当該監査を受けておりません。

６．純資産額の算定にあたり、第17期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。

７．当社は、平成18年８月９日付で１株につき50株の株式分割を行っております。

８．第18期より、従業員数は正社員のみを記載しております。なお、第17期における正社員数は76名であります。
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２ 【沿革】

当社の前身は、昭和63年11月にパソコン通信サービス「ＡＳＡＨＩパソコンネット」をスタートさせた

株式会社朝日新聞社内のプロジェクトチームです。その後、平成２年４月に株式会社朝日新聞社などの出資

により当社が設立され、平成12年３月、全株式を役員・社員が取得し、独立系通信事業者になりました。

年月 事項

平成２年４月 株式会社朝日新聞社とトランスコスモス株式会社の共同出資により株式会社アトソン(現在の株

式会社朝日ネット)を設立(東京都中央区銀座八丁目、資本金30,000千円)し、「ＡＳＡＨＩパソコ

ンネット」のシステムと運営を継承

平成５年７月 サービス名を「ＡＳＡＨＩパソコンネット」から「ＡＳＡＨＩネット」に変更

本社を東京都中央区日本橋小網町に移転

平成６年６月 インターネット接続サービスを開始

平成７年１月 ダイヤルアップＩＰ接続(注１)サービスを開始

平成９年12月 米 国 最 大 手 イ ン タ ー ネ ッ ト ・ サ ー ビ ス ・ プ ロ バ イ ダ ー Ｕ Ｕ Ｎ Ｅ Ｔ ( 現 ・

Verizon Communications Inc.)と契約し、米国500カ所にアクセスポイントを開設

平成10年８月 会員数10万人達成

平成11年３月 本社を東京都中央区銀座六丁目に移転

平成12年３月 全株式を役員・社員が取得し、独立系通信事業者となる

　　　　７月 株式会社エースネットとの密接な業務連携を図るため、株式交換により同社を完全子会社とする

　　　　12月 ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本の「フレッツ・ＡＤＳＬ」に対応したＡＤＳＬ(注２)接続サービス

を開始

平成13年１月

 

意思決定の迅速化・管理部門の効率化などを図るため、株式会社エースネット、朝日ネット株式会

社の２社を吸収合併し、社名を「株式会社朝日ネット」に変更

会員数20万人達成

　　　　３月 イー・アクセス株式会社と提携したＡＤＳＬ接続サービスを開始

　　　　６月 株式会社アッカ・ネットワークスと提携したＡＤＳＬ接続サービスを開始

　　　　８月 ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本の「Ｂフレッツ」に対応したＦＴＴＨ(注３)接続サービスを開始

平成14年11月

 

株式会社トーカイ・ブロードバンド・コミュニケーションズ(現在の契約先は株式会社ＴＯＫＡ

Ｉ)と提携したＡＤＳＬ接続サービスを開始

東京電力株式会社と提携したＦＴＴＨ接続サービス「ＡＳＡＨＩネット　ＴＥＰＣＯひかり」を

開始（現在は、東京電力株式会社より事業を継承したＫＤＤＩ株式会社と提携し、「ＡＳＡＨＩ

ネット　光Ｔシリーズ」として提供）

平成15年３月

 

ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・エムイーとの提携によりＩ

Ｐ電話サービス(注４)を開始

　　　　４月 会員数30万人達成

平成16年６月 新企画の展開などのため、物販事業を営む株式会社ビットムを子会社化

　　　　10月

 

株式会社ビットム(当社連結子会社)との密接な業務連携を図るため、同社の全株式を取得し、完全

子会社とする

平成17年３月

 

ＡＳＰ(注５)型グループウェア(注６)「ＡｓａＯｎｅ(アサワン)」のサービスを開始

ブログサービス(注７)「アサブロ」を開始

　　　　６月

 

ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本のＦＴＴＨ接続サービスをワンストップで提供する「ＡＳＡＨＩ

ネット光 ｗｉｔｈ フレッツ」を開始

平成18年２月

　　　　４月

　　　　12月

 

意思決定の迅速化・管理部門の効率化などを図るため、連結子会社株式会社ビットムを吸収合併

ブロードバンド映像サービス「ＡＳＡＨＩネットＴＶ」のサービスを開始

ＫＤＤＩ株式会社と提携したＦＴＴＨ接続サービス「ＡＳＡＨＩネット　ひかりｏｎｅ」を開始

当社株式の東京証券取引所市場第二部上場

年月 事項
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平成19年11月

　　　　12月　　　　

会員数40万人達成

当社株式の東京証券取引所市場第一部銘柄指定

平成20年３月 イー・アクセス株式会社と提携した高速モバイル接続サービス「超割モバイル」を開始

(注) １．ダイヤルアップＩＰ接続：電話回線を使ったインターネット接続

２．ＡＤＳＬ(Asymmetric Digital Subscriber Line)：電話回線(銅線)の音声に使用していない帯域を使って高

速インターネット接続を行う技術やサービス

３．ＦＴＴＨ(Fiber To The Home)：光ファイバーによる家庭向けの高速インターネット接続サービス

４．ＩＰ電話サービス：インターネット技術によって音声を送受信する電話サービス

５．ＡＳＰ(Application Service Provider)：インターネットを通じてアプリケーションソフトを顧客にレンタ

ルする事業者

６．グループウェア：メンバー間の情報共有やコミュニケーションの効率化を支援するソフトウェア

７．ブログサービス：日々更新される日誌的なウェブを簡単に作成する仕組みを提供するサービス

　

EDINET提出書類

株式会社朝日ネット(E04496)

有価証券報告書

 5/67



３ 【事業の内容】

当社はインターネット接続サービスやインターネット関連サービスの提供を主たる業務として「ＡＳＡ

ＨＩネット」(ＩＳＰ事業)を主催、運営しております。

　

(1) ＡＳＡＨＩネット(ＩＳＰ事業)

当社が主催、運営する「ＡＳＡＨＩネット」は、昭和63年11月に「ＡＳＡＨＩパソコンネット」の名称

でパソコン通信サービスとしてスタートいたしました。パソコン通信サービスを開始するにあたって、将

来のインターネット普及を想定し、他のパソコン通信サービスに先駆けてインターネット標準プロトコ

ル(注)に準拠した基幹システムを独自に開発し、メールや電子掲示板を中心にした通信サービスを提供

いたしました。

平成６年６月からはインターネット接続サービスの提供を開始し、ＩＳＰ(Internet Service

Provider)へ事業を拡張するとともに、インターネット接続サービスを基盤にして、ホームページサービ

ス、独自ドメインサービス、メールサービス、セキュリティサービスなどのインターネット関連サービス

を提供してまいりました。

当社は、パソコン通信サービスの時代には、独自開発した基幹システムを「ＡＴＳＯＮ－１」という商

品名でパッケージソフト(ネットワーク構築ソフト)として販売し、多くの企業や大学に導入していただ

きました。ＩＳＰ事業の展開にあたっては、これまでに培ってきた開発力を活かして基幹となるシステム

の多くを自社開発いたしました。メールシステム、電子掲示板システムなどのユーザー向けアプリケー

ションをはじめ、認証、顧客管理、請求システムなどのバックヤードアプリケーション、さらにはトラ

フィック制御システムなどのネットワーク系システムに及ぶ広範なシステムを自社で開発しておりま

す。

当社には、システムを自社開発してきたことやインターネットの初期段階からサービスを提供してき

たことによるノウハウの蓄積があり、ローコストオペレーションとハイパフォーマンスの両立によって、

高品質のサービスを低価格で提供し顧客満足度を維持・向上するよう努めております。

　

(注)　インターネット標準プロトコルとはＴＣＰ／ＩＰのことで、ネットワークを介してコンピュータ同士が通信を

行う上で相互に決められた約束事の集合をいう。
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ＡＳＡＨＩネットの事業系統図は以下のとおりです。

　

　

［事業系統図］

　

(注)　提携電気通信事業者とは、自ら電気通信回線設備を有して当社に対し電気通信回線を提供する等の取引を行っ

ている事業者をいい、東日本電信電話㈱、西日本電信電話㈱、㈱アッカ・ネットワークス、イー・アクセス㈱、㈱

ＴＯＫＡＩ、ＫＤＤＩ㈱等であります。

　

当社はＡＳＡＨＩネット会員にインターネット接続サービスやインターネット関連サービスを提供し

ており、ＡＳＡＨＩネットの会員数及び平均退会率は次の表のようになっております。

　

会員数推移

平成16年
３月末

平成17年
３月末

平成18年
３月末

平成19年
３月末

平成20年
３月末

ＡＳＡＨＩネット会員(千人) 314 319 346 378 417

ブロードバンド会員(千人) 124 146 177 217 257

ＦＴＴＨ会員(千人) 25 38 70 114 163

ＡＤＳＬ会員(千人) 99 107 107 103 94

ブロードバンド会員比率(％) 39.8 45.8 51.4 57.6 61.8

平均退会率(％) 1.29 1.06 0.98 0.91 0.87

(注) １．ＡＳＡＨＩネット会員数は、各年度末日現在におけるインターネット接続会員数とインターネット関連サー

ビス会員数の合計です。接続以外のサービスのみを利用している会員をサービス会員としております。

２．ブロードバンド会員は、当社のＡＤＳＬ接続会員及びＦＴＴＨ接続会員を合計した会員数です。

３．各年度末の平均退会率は、当該年度の「接続会員退会数の月平均÷月末接続会員数の月平均」です。
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①　インターネット接続サービス

インターネット接続サービスとは会員へのインターネット接続環境の提供であります。インター

ネット接続環境提供の概念図は以下のとおりです。

　

　

［インターネット接続環境提供の概念図］

　

ＡＳＡＨＩネット会員にインターネット接続環境を提供するために、当社はインターネットを構成

する一員として全世界のサイトやネットワークと相互接続ができる通信環境を構築しております。イ

ンターネット接続環境の提供にあたっては、全国の中継点(ＰＯＩ：Point Of Interface ＝相互接続

点と呼び、ＮＴＴの局舎などに設置します)との間にバックボーン回線を構築しております。

当社はこのバックボーン回線を自社の技術で運用することによって「回線の安定性」「回線速度」

などにおいて高い顧客満足度を得るよう努めております。

また、複数の提携電気通信事業者と契約し、インターネット接続環境提供のためのアクセス回線を会

員に提供しております。アクセス回線とは会員宅と最寄りの中継点を結ぶ回線です。従来はアクセス回

線に電話回線を使ったダイヤルアップ接続が中心でしたが、現在はアクセス回線としてＡＤＳＬやＦ

ＴＴＨなどのブロードバンド回線を利用する会員が増大しております。

　

なお、当社はインターネット接続サービスに付随する業務として、提携電気通信事業者である東日本

電信電話㈱、西日本電信電話㈱の「Ｂフレッツ」「ひかり電話」などの注文取次業務も行っておりま

す。当社が注文を取り次ぐ商品は、当社のインターネット接続サービスと密接に関連したサービス商品

で、注文取次業務のモデルは次の図のとおりです。
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［注文取次業務のモデル］

　

上記のインターネット接続サービスを提供するにあたって、当社はネットワーク設備やサーバー設

備を、多重化された電源設備を備えた耐震及び免震構造をもつ複数のデータセンターに設置し、信頼性

の高いサービスを提供するよう努めております。サーバー設備はインターネット接続サービスだけで

なく、インターネット関連サービスにおいても使用しております。

また、当社における顧客サービス業務の一環であるユーザーサポート業務につきましては、ＣＴＩシ

ステム(コンピュータと電話を統合したコールセンターシステム)によって、業務の効率化とサービス

の向上を図り、インターネット接続サービス及びインターネット関連サービスについてのサポートを

行っています。コールセンターは外注ではなく自社運営しており、ユーザーの要望を迅速にサービスに

反映させるよう努めております。

　

(表１) インターネット接続サービス一覧表

　

回線種別 サービス種別 最大通信速度 提携電気通信事業者 サービス開始

ＦＴＴＨ(光)

ASAHIネット 光 with フレッツ
フレッツ光ネクスト
Bフレッツ

100Mbps
東日本電信電話㈱
西日本電信電話㈱

平成12年８月

ASAHIネット 光Ｔシリーズ100Mbps ＫＤＤＩ㈱　 平成14年11月

ASAHIネット ひかりone100Mbps ＫＤＤＩ㈱ 平成18年12月

ＡＤＳＬ

ASAHIネット 超割ＡＤＳＬ12Mbps
㈱アッカ・ネットワークス
イー・アクセス㈱

平成18年９月

フレッツ・ＡＤＳＬ 47Mbps
東日本電信電話㈱
西日本電信電話㈱

平成12年12月

ASAHIネット ＡＤＳＬ 50.5Mbps
㈱アッカ・ネットワークス
イー・アクセス㈱
㈱ＴＯＫＡＩ

平成12年３月

モバイル

超割モバイル 7.2Mbps
イー・モバイル㈱（イー・ア
クセス㈱）

平成20年３月

Packet WIN
AIR-EDGE
FOMAパケット通信

3.6Mbps
ＫＤＤＩ㈱(au by KDDI)
㈱ウィルコム
㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ

平成13年１月

ダイヤルアップ

ダイヤルアップ 56kbps 各固定系電気通信事業者 平成７年１月

ＩＳＤＮ 64kbps
東日本電信電話㈱
西日本電信電話㈱

平成７年１月
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②　インターネット関連サービス

当社がインターネット接続サービスと共に提供するインターネット関連サービスにつきましては、

従来のホームページサービス、独自ドメインサービス、メールサービス、セキュリティサービスなどに

加えて、ブロードバンド接続サービスを基盤にしたＩＰ電話サービス、固定ＩＰアドレスサービス、Ａ

ＳＡＨＩネットＴＶなどに拡がってきております。

また、Ｗｅｂ２．０(注１)時代に対応したＳａａＳ（注２）系サービスも自社開発しております。個

人向けブログサービスの「アサブロ」、グループウェアサービス「ＡｓａＯｎｅ(アサワン)」などの

提供のほか、教育機関向けＳＮＳ(注３)「マナバ」や法人向けホームページ作成ツールの「モンブラ

ン」などの販売を行っております。

　

(表２) インターネット関連サービス一覧表

　

サービス種別 内容

接続付加価値
サービス

メールサービス

パソコン通信時代から、インターネットの基本サービスとして提供して

おります。メール受信数やメール容量に制限がないのが特長で、メールソ

フトがなくても、どこからでもホームページ上でメールの送受信ができ

る機能もあります。携帯電話端末でメールボックスのチェックや返信が

できる「アイ・ドットＥメールサービス」も提供しております。

セキュリティサービス

電子メール送受信時のウイルスチェックサービスを平成13年６月から提

供しております。また、迷惑メールを遮断する迷惑メール対策サービスを

平成16年10月から提供しております。

ＩＰ電話サービス

インターネットの技術を利用したＩＰ電話サービスを、ブロードバンド

接続会員を対象に平成15年３月から提供しております。ＮＴＴコミュニ

ケーションズおよびＮＴＴ－ＭＥと提携したサービスです。また、ＮＴＴ

東日本、ＮＴＴ西日本の「ひかり電話」の取次も行っています。

独自ドメインサービス

「会社名.co.jp」や「会社名.com」などのように、利用者が独自に設定

したドメイン名を使ったホームページやメールアドレスが利用できる

サービスです。

固定ＩＰアドレス
サービス

通常は、インターネットに接続する都度、自動的に異なるＩＰアドレスが

割り振られているＩＰアドレスを固定することにより、固定ＩＰアドレ

スに対応したインターネットサービスの利用が可能となります。

ホスティング
サービス

ホームページサービス

会員が作成したホームページを設置するスペースを提供するサービス

で、インターネットの初期段階である平成７年２月から、法人会員および

個人会員向けにサービスを提供しております。

セキュアホスティング
サービス

１台のサーバーを複数のユーザーで共有して利用できる仮想専用サー

バーによって、専用サーバーと同程度の機能を低価格で利用できます。平

成18年６月から「セキュアホスティング」の名称で提供しております。
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サービス種別 内容

ＳａａＳ
系サービス

アサブロ(ブログ)
自社開発の個人向けブログサービス「アサブロ」を平成17年３月から提

供しております。

モンブラン
(ホームページ)

自社開発のブログエンジンを使用した法人向けホームページ作成・管理

ツール。多店舗事業者や複数の営業拠点のホームページを一括管理でき

るシステムを搭載しております。

マナバ(ＳＮＳ)

自社開発のＳＮＳエンジンを使用した教育機関向けＳＮＳ。

ＬＭＳ／コースツールと呼ばれている教育支援ソフトの機能を搭載して

おります。

ＡｓａＯｎｅ
(グループウエア)

文書共有、スケジュール共有、会議室予約、電子掲示板などの機能がある

自社開発のグループウェア「ＡｓａＯｎｅ(アサワン)」を平成17年３月

から提供しております。

ブロードバンド映像サービス

ブロードバンド映像サービスとは、ＦＴＴＨなど高速回線を利用して、イ

ンターネット経由で映像や音声をテレビ送信する放送形態です。ＡＳＡ

ＨＩネットでは、平成18年４月より「ＡＳＡＨＩネットＴＶ」の名称で、

株式会社ＮＴＴぷららと提携してサービスを提供しており、ビデオ作品

や多チャンネル放送が楽しめます。

(注) １．Ｗｅｂ２．０：従来のウェブによるサービスを超えた活用が可能になる次世代ウェブ概念の総称。一方向的

な情報提供だけではなく、情報利用者の評価などを情報として蓄積したり、複数のサービスを容易に組み合わ

せることによって、利用者が情報を自由に整理できるという特長があるとされている。

２．ＳａａＳ(Software as a Service)：ソフトウエアをユーザー側に導入するのではなく、ベンダ（プロバイ

ダ）側で稼動し、ソフトウエアの機能をユーザーがネットワーク経由で活用する形態。

３．ＳＮＳ(Social Networking Site)：コミュニケーションやコミュニティ活動をサポートするウェブ・サービ

ス。会員登録制の形態が一般的。

　

(2) その他

物販事業として飲食物等の販売店(６店舗)を運営しております。規模は小さく、重要性は高くありませ

んが、物販や店舗におけるインターネット活用に関する知見の蓄積を新サービスの開発に活かすと同時

に、実店舗での接客ノウハウやホスピタリティをＩＳＰ事業における接客に活かすことによる、当社事業

全体としての相乗効果の実現を目的としております。

　

４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

80(55) 34.3 4.8 5,945,170

(注) １．従業員数は就業人員であり、(　)内は外書きでパートタイマー(１日８時間換算)の平均雇用人員を記載してお

ります。

２．当事業年度より、従業員数は正社員のみを記載しております。なお、前事業年度における正社員数は76名であ

ります。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

業界の動向

ＩＳＰ（インターネット・サービス・プロバイダー）業界におきましては、引き続きＦＴＴＨ（光

ファイバー）の利用者が増加しております。平成19年12月末時点の総務省の調査では、ＦＴＴＨ契約数は

1,132万人に達しました。

　また、ＩＳＰ各社が集合住宅向け光接続サービスの月額料金の値上げを続々と実施するなど、新たな動

きが見受けられました。

会員数の状況

当事業年度末のＡＳＡＨＩネットの会員数は、前期比10.2％増の417千人となりました。会員純増数は、

年度当初に予想していた32千人を大幅に上回る39千人となり、ここ６年間で最高の水準となりました。特

に、ＦＴＴＨ接続会員の入会が引き続き好調で、前期比43.0％の大幅増となりました。

　一方、平均退会率も引き続き低下しており、当事業年度における全回線の平均退会率は0.87％と前年に

比べて0.04ポイント改善しました。

　その結果、当社の会員数の３年間の平均成長率は9.3％となり、ＩＳＰ業界全体のインターネット契約者

数の伸び率を大きく上回りました。

ＩＳＰ顧客満足度総合第１位（光接続部門）

国際的な調査機関であるＪ.Ｄ.パワーが実施した「光接続における満足度調査」において、当社が

2007年ＩＳＰ顧客満足第１位を獲得いたしました。この調査では、光接続の利用者を対象に「費用」、

「回線品質」、「ユーザーサポート」など８つのファクターで満足度を測定しています。当事業年度の入

会者増および退会率改善には、本調査結果による認知度向上も大きく寄与しているものと考えておりま

す。

マナバの状況

今後の成長ドライバーとして位置づけているＳａａＳ事業の中心的サービスとして、当事業年度は教

育機関向けＳＮＳ「マナバ」の開発・販売に注力致しました。

　導入実績といたしましては、立命館大学大学院、実践女子学園、慶應義塾大学、首都大学東京などがあり、

他の教育機関への影響力が大きいと思われる大学を中心に導入を進めて参りました。

損益の状況

以上の結果、当事業年度の売上高は5,608,750千円（前期比2.4％増）、営業利益は1,368,197千円（前

期比4.6％増）、経常利益は1,389,312千円（前期比9.2％増）となり、税金費用を差し引いた当期純利益

は816,764千円（前期比9.8％増）と、２年連続の増収増益となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べて3,258,374

千円減少し、当事業年度末には、3,239,714千円となりました。これは主に、定期預金への預け替えや投資

有価証券の取得等によるものです。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。
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(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は680,680千円（前事業年度は1,340,190千円の獲得）となりました。

これは主に税引前当期純利益が1,388,486千円となった一方、法人税等の支払額が774,018千円あった

ことによるものです。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は3,669,877千円（前事業年度は204,850千円の使用）となりました。

これは主に定期預金の預入、払戻により2,500,000千円使用したほか、投資有価証券の取得による支出

が999,600千円あったことによるものです。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は269,177千円（前事業年度は821,911千円の獲得）となりました。こ

れは主に配当金の支払額259,879千円あったことによるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、生産活動を行っておりませんので、生産実績の記載事項はありません。

　

(2) 受注状況

当社グループは、受注生産を行っておりませんので、受注状況の記載事項はありません。

　

(3) 販売実績

当事業年度における販売実績は次のとおりであります。

　

区分
当事業年度

(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

前年同期比(％)

インターネット接続サービス(千円) 4,282,242 100.7

インターネット関連サービス(千円) 1,091,370 103.9

その他(千円) 235,137 135.0

合計(千円) 5,608,750 102.4

(注) １．インターネット接続サービスには、新規会員獲得に関わる提携電気通信事業者からの報奨金を含んでおりま

す。

２．「その他」は、物販事業による売上高となっております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

ブロードバンドへの移行が急速に進んでいる状況の中で、当社の接続サービスにおける課題は、ＦＴＴＨ

利用者を積極的に獲得していくことによって、ブロードバンド市場でのＡＳＡＨＩネットのシェアを拡大

するとともに、ＦＴＴＨなどのインターネット接続サービスを基盤に、インターネット関連サービスを拡張

し、顧客単価の増大により収益基盤を拡充していくことが重要であると考えております。

このような状況の下、当社は以下の諸点を対処すべき課題と捉え、より一層の経営体質の強化を図ってま

いります。

　

(1) ＦＴＴＨの拡販

ナローバンドやＡＤＳＬからＦＴＴＨへ移行する利用者が増加している中で当社のＦＴＴＨを拡販す

るには、当社の既存会員のＦＴＴＨへの移行を促すだけでなく、ＦＴＴＨを利用する新規会員の増大を図

ることが課題です。ＦＴＴＨへの移行をきっかけに競合他社から当社への乗り換えを促すために、効率的

なプロモーション活動で顧客満足度の高いＡＳＡＨＩネットの認知度を上げると共に、入会チャネルの

多様化と増強を図ってまいります。また、提携電気通信事業者との共同キャンペーン展開によるＦＴＴＨ

拡販も図ります。新規の提携電気通信事業者からＦＴＴＨを調達する新たなＦＴＴＨサービスの提供も

課題です。

当社の収益構造は、会員からのインターネット接続料収入を基礎としているため、会員獲得の増大が収

益基盤の向上につながります。

　

(2) ブランドの構築と顧客満足度の維持、向上

平成20年３月期の当社の全回線における平均退会率は0.87％と１％を下回るレベルにありますが、今

後も退会を抑止し、さらに競合他社からの乗り換えを促進していくことが重要であると認識しておりま

す。そのためには、質の高い会員サービスと安定した接続環境を提供していくことによって、ブランドを

構築し、顧客満足度の維持、向上に努めることが重要な課題です。

当社の顧客満足度は国際的な調査機関であるＪ.Ｄ.パワーによる「2007年ＩＳＰ顧客満足度調査（光

ファイバー接続）」において総合１位を獲得、また専門誌等（「日経パソコン」「日経マーケット・ア

クセス」）における調査でも９期連続プロバイダーランキング総合１位となるなど高い評価を得ていま

すが、当社のブランド力を高めていくために、ＡＳＡＨＩネットのホームページを常に見直し、インター

ネット利用者に対して一貫したメッセージを発信してまいります。同時に、ブロードバンドの普及に伴う

トラフィック増大に対応して、当社が培ってきたノウハウを活かした適切な方策によってバックボーン

回線の増強を図り、高品質のサービスを提供し続けるよう努めてまいります。

また、より広範な層の会員を獲得するために当社のサービスの認知度を向上させていくことも重要な

課題であり、そのためのＰＲ活動等にも注力してまいります。

　

(3) 新規サービスの提供

　当社のインターネット接続サービス利用者に対して、ブロードバンド環境を背景にした新規のインター

ネット関連サービスを提供することによって、顧客満足度をいっそう高めるとともに、インターネット接

続サービスとの相乗効果により顧客１人あたりの売上高増大を図ることが今後の課題になります。特に

ブログ、ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）、グループウェア用に自社開発した基幹プログ

ラムを応用したＳａａＳ型サービスをブロードバンド接続に次ぐ第二の成長エンジンと位置づけ、積極

的に展開してまいります。また、セキュリティに関する需要の高まりに対応したホスティングサービス、

ウィルスチェック、迷惑メール対策など、より安全にインターネットが利用できる機能の提供を充実させ
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てまいります。

これらの新規サービスに関しましては、それぞれのサービスごとに顧客ターゲットを見据えた多様な

サービス形態を提供し、市場に受け入れられる適切な価格を設定し、効果的な販売促進活動を展開するこ

とが重要な課題です。

また、技術革新が速く環境変化の激しいインターネット関連サービスの分野においては、開発時間の短

縮や販売強化を図るため、開発力や販売力の高い企業などとの業務提携も課題となってまいります。

　

(4) 人材の確保及び育成

インターネットの技術革新のスピードに対応し、企業価値を継続的に高めていくには、優秀な人材の確

保、育成が必要不可欠となります。当社においては、パソコン通信時代より培われた豊富な知識と経験を

基盤に様々なインターネットサービスを提供しておりますが、今後の業容の拡大とインターネットの新

技術に迅速に対応すべく、技術系を中心とする優秀な人材の確保が重要な課題であると認識しておりま

す。特にＳａａＳ型サービスに関連した開発要員の充実に注力してまいります。

　

(5) 個人情報保護法への対応

個人情報保護法については、同法の全面施行にさきがけ、社内に情報セキュリティ委員会を組織し、平

成14年10月にはインターネット接続サービス安全・安心マーク推進協議会が発行する「安全・安心マー

ク」の使用許諾審査に合格するなど、セキュリティ対策や個人情報保護対策に積極的に取り組んでまい

りました。今後も継続的に個人情報保護法の認識を徹底させる教育を行い、情報漏洩防止に向けた管理体

制を強化してまいります。

　

EDINET提出書類

株式会社朝日ネット(E04496)

有価証券報告書

16/67



４ 【事業等のリスク】

当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を以下において記載しており

ます。

また、必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資判断上あるいは当社の事業活動を

理解するうえで重要であると考えられる事項については、投資家及び株主に対する情報開示の観点から積

極的に記載しております。

なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、別段の定めのない限り、本有価証券報告書提出日現在にお

いて入手可能な情報から得られた当社の経営者の判断にもとづいております。

　

(1) 事業環境の変化について

平成19年12月末におけるわが国のブロードバンド契約数は2,830万人となり、インターネットはブロー

ドバンドが主流となってきております。とりわけＦＴＴＨ契約数は1,132万人に達し、前年同月比143％と

高い成長性を示しております。（総務省の調査による）

当社は、依然として増大が見込めるＦＴＴＨ市場でのシェア拡大による成長を目論んでいますが、ＦＴ

ＴＨ会員の獲得が計画通りに遂行できなければ、会員数の伸び率が低下する可能性があります。また、Ｆ

ＴＴＨ市場もいずれ成熟していくと想定され、市場の成熟にともなって当社のインターネット接続会員

の伸び率が低下していく可能性があります。

当社は、接続事業以外のインターネット関連サービスの充実によって、会員一人当たりの売上高増を図

るとともに、サービス会員数を増大させていくことを計画しております。しかし、インターネット関連

サービスにつきましては、事業化までに相応の期間を要したり、事業展開に相当の費用を要するケースも

想定されます。また、何らかの理由によって当社のインターネット関連サービスが十分にユーザーを獲得

できないことも想定されます。さらに、インターネット関連サービスの事業環境においては、想定外の環

境変化が生じる可能性もあります。これらの要因によって、予定通りにインターネット関連サービスの収

益拡大を図ることができなくなる可能性があります。

　

(2) 競合について

当社のインターネット接続サービスにおける主な競合相手は、自ら通信回線等の設備を有して電気通

信事業を行っている電気通信事業者や、インターネット接続事業者です。競合他社においては、当社に比

べ大きな資本力、技術力、販売力等の経営資源、幅広い顧客基盤、高い知名度等を有している企業が存在い

たします。競合他社の営業方針や価格設定によっては、競合他社との競争がさらに激化する可能性があ

り、それによって当社の業績および財務状況が影響を受ける可能性があります。

　

(3) 収益構造について

当社事業におけるインターネット接続サービスの収入が売上高全体に占める割合は、平成20年３月期

において76.3％となっております。インターネット接続サービスの収益構造は、インターネット接続サー

ビス利用料等の売上のほか、新規会員獲得に伴い提携電気通信事業者から支払われる販売報奨金などの

売上や、新規会員獲得費用および通信回線使用料などの経費に影響されます。

　当社は、収益の大半を占めるインターネット接続サービス利用料およびインターネット関連サービス利

用料のほかに、主にＦＴＴＨ接続会員の新規獲得数の状況に応じて、提携電気通信事業者より販売報奨金

収入を得ております。今後において、ＦＴＴＨ接続会員数の増加に伴い、当該販売報奨金収入が売上高に

占める比率が一時的に増加することも予想され、当社の収益構造に影響を与える可能性があります。
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新規会員獲得費用については、ＦＴＴＨが一定程度普及するまでは、初期費用や月額利用料の無料化等

のキャンペーンが持続する可能性も高く、新規会員獲得による月額利用料等の収入化に先行して、提携電

気通信事業者への回線利用料等の費用が発生するため、一時的に当社の収益を悪化させる要因となりま

す。また、新規会員獲得費用は市場動向や競合他社の営業施策等に影響を受ける要素が多く、状況によっ

ては、追加費用の発生等により、収益化までの期間が更に長期化する可能性があります。当社は、新規会員

獲得費用の増加による当社収益に与える影響の低減のため、新規会員獲得数の状況に応じて提携電気通

信事業者から販売報奨金を獲得することに努めております。

また、通信回線使用料にはバックボーン回線費用が含まれますが、当該バックボーン回線費用はユー

ザーのインターネット利用によって発生する通信トラフィックなどに大きく影響されます。従って、ＦＴ

ＴＨ接続およびＡＤＳＬ接続を利用するブロードバンド接続会員の増加、ウイルス、スパムメール、無料

動画配信などによる大量の通信トラフィック消費、およびその他予期せぬ原因による通信トラフィック

の増加によって通信回線費用は大きく増加する可能性があり、結果として当社の収益に影響を与える可

能性があります。

　

(4) 技術革新について

インターネット接続サービスやインターネット関連サービスは、技術革新が著しく、当社が技術革新へ

の対応に遅れた場合は、新規サービスの開発や導入が滞り、新規会員の獲得や維持に支障が生じるなど、

競争力が低下していく可能性があります。また、当社が設備投資を行った資産が技術革新により陳腐化

し、利用価値または資産価値が著しく下落する可能性があります。

　

(5) 障害や災害などによるサービスの中断や停止について

当社のインターネット接続サービスにおける通信回線は、それぞれの電気通信事業者が管理していま

す。

また、ネットワーク機器、各種サービス提供用サーバー、課金および顧客管理用サーバーなど、当社のイ

ンターネットサービス提供に係わるすべての機器については、当社において24時間365日の管理体制を敷

いて管理されております。

しかし、当社におけるシステム障害や電気通信事業者における回線障害などによって、当社が提供する

サービスの中断や停止が発生する可能性があります。また、地震、火災、洪水などの自然災害、戦争、暴動、

テロなどの破壊行為やウイルス混入、サイバーテロなど情報セキュリティ侵犯などによって、当社が提供

するサービスの中断や停止が発生する可能性があります。

これらの事情によって当社が提供するサービスの中断や停止が発生した場合、当社の信用が毀損され

たり、当社の業績および財務状況が影響を受ける可能性があります。

　

(6) 当社インターネットサービスの品質について

当社は、会員の増加や通信トラフィックの増加に対応して、通信回線を増強するとともに、ネットワー

ク機器やサーバーなどの設備投資を継続的かつ適切に実施することによって、インターネットサービス

の品質の維持・改善を図っております。設備投資につきましては、コスト管理を徹底して過剰投資になら

ないよう努めております。

今後、何らかの要因によって適切な設備投資が実施できなかった場合、サービス品質の低下、過度な設

備投資による費用の増加などが発生し、当社の業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
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(7) 東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社との「注文取次業務に関する契約書」について

当社は、東日本電信電話株式会社および西日本電信電話株式会社の通信回線等取次業務を「注文取次

業務に関する契約書」に基づき行い、ＡＳＡＨＩネット会員へ当該通信回線等を販売することにより販

売報奨金収入を得ております。従って、当該契約の終了や契約内容の変更などの事態が発生した場合、当

社の営業戦略や価格政策の見直しが必要になる可能性があり、当社の業績および財務状況に影響を及ぼ

す可能性があります。

　

(8) 提携電気通信事業者との契約について

当社は、提携電気通信事業者であるイー・アクセス株式会社、株式会社アッカ・ネットワークス、ＫＤ

ＤＩ株式会社および株式会社ＴＯＫＡＩとＡＤＳＬ接続またはＦＴＴＨ接続サービスにおけるアクセス

回線の提供に関する契約を締結し、当該アクセス回線の提供を受けております。

今後、契約終了や契約内容変更などの事態が発生した場合、当社の営業戦略や価格政策の見直しが必要

になる可能性があり、その内容によっては当社の業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(9) 人材の育成及び確保について

当社が安定した成長を続けるには、高い技術力を持つシステム部門において優秀な技術要員を確保し

続けることをはじめ、各部門において多様な能力を持つ優秀な人材を確保していく必要があります。現時

点においては、新卒採用、中途採用などで人材を確保し、人材育成も順調に行っておりますが、必要な人材

を十分に採用、育成できなかった場合、特に新規のインターネット関連サービス開発要員の確保が十分に

できなかった場合には、当社の将来の事業展開に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

(10) 法的規制について

①　電気通信事業法

当社はインターネット接続事業に関して電気通信事業法に基づく届出を行っており、同法の規制を

受けております。また、当社は同法が規定している内容を社員・役員に徹底し、この法令に則って事業

を展開しております。同法には、届出の取消事由等の定めはありませんが、何らかの事由によって監督

官庁から行政処分などを受けた場合、当社の事業展開に悪影響を及ぼす可能性や、事業が行えなくなる

可能性があります。

②　個人情報保護法

当社は多数の会員の個人情報を蓄積しており、個人情報の取扱いに関しては個人情報保護法の規制

を受けております。当社では個人情報保護法に則った個人情報保護方針に基づいて、適切な個人情報保

護運営に努めておりますが、万一、当社の持つ個人情報が外部に流出した場合には、その事後処理に相

当の費用を要したり、損害賠償請求を受けたり、信用が毀損される可能性があります。

③　不正アクセス行為の禁止等に関する法律など

　近年、国内において、インターネット上の各種不正・迷惑行為を取り締まる法律が整備されつつあり

ます。不正アクセス行為の禁止等に関する法律、特定電子メールの送信の適正化等に関する法律、特定

商取引に関する法律の一部改正(迷惑メール対策)、不正競争防止法の一部改正法(サイバースクワッ

ティング対策)、犯罪捜査のための通信傍受に関する法律など、インターネット関連サービスを直接規

制するものではありませんが、その対応のため当社の費用負担が著しく増加する可能性があります。ま

た、これらの法規制に対する当社の対応が不適切であった場合には、当社の信用が毀損され、当社の業

績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
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④　プロバイダ等責任制限法

特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律(プロバイダ等

責任制限法)は、特定電気通信による情報の流通によってプライバシーや著作権などの権利侵害があっ

たときに、プロバイダなどの特定電気通信役務提供者が負う損害賠償責任の範囲や、情報発信者の情報

の開示を請求する権利を定めた法律ですが、この法律に基づき、権利侵害を受けた被害者から情報開示

の訴訟などを起こされる可能性があり、当社の対応が不適切であった場合には、当社の信用が毀損さ

れ、当社の業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

⑤　特定商取引法など

当社はインターネットのウェブサイト上においても会員の募集、申し込み受け付けを行っており、こ

れは「通信販売」として特定商取引法の規制を受けることとなり、販売条件等の表示義務、誇大広告等

の禁止等の規制を受けるほか、不当景品類及び不当表示防止法における各種表示義務の規制を受けて

おります。これらの法規制に対する当社の対応が不適切であった場合には、当社の信用が毀損され、当

社の業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

⑥　その他の法規制

今後、インターネット上での紛争解決の責任の一部を電気通信事業者に負わせる法制度が増加する

可能性があり、その他にも当社の事業に関わる法規制が新設または強化されることもあり得ます。その

ような場合には、当社の事業運営の自由度や迅速性が損なわれたり、予期せぬコスト負担が発生して、

当社の業績および財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(11) 知的財産権について

当社は、インターネット関連サービスなどの事業展開にあたって、他社の知的財産権を侵害することが

ないよう十分に注意しておりますが、何らかの事情によって他社の知的財産権を侵害する恐れを完全に

否定することはできません。他社の知的財産権を侵害するような事態が発生した場合、該当サービス提供

の中止、サービス提供手段等の変更、使用許諾料負担などの対処が必要となり、当社の事業展開等に影響

を及ぼす可能性があります。

　

(12) 「ＡＳＡＨＩネット 光 ｗｉｔｈ フレッツ」の売上計上方法について

当社の主力商品となりつつある「ＡＳＡＨＩネット 光 ｗｉｔｈ フレッツ」の売上計上方法は、他の

ブロードバンド接続サービスと異なっております。

「ＡＳＡＨＩネット ＡＤＳＬ」や「ＡＳＡＨＩネット ＴＥＰＣＯ ひかり」などのブロードバンド

接続サービスは提携電気通信事業者からアクセス回線を仕入れて利用者に提供し、そのアクセス回線の

利用料も含めてインターネット接続サービス利用料として会員に対して売上を計上しております。

　ワンストップサービスメニューである「ＡＳＡＨＩネット 光 ｗｉｔｈ フレッツ」につきましは、ア

クセス回線の利用料を含めてインターネット接続サービス利用料として会員に対して請求しております

が、実態はアクセス回線利用料の回収代行ですから、請求額からアクセス回線利用料を除外した分を売上

として計上しております。会員に請求したアクセス回線利用料は預かり金の形で提携電気通信事業者(東

日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社)に支払っております。

今後、「ＡＳＡＨＩネット 光 ｗｉｔｈ フレッツ」のアクセス回線提供に関する条件変更など何らか

の事由によって取引実態が変更になった場合には、「ＡＳＡＨＩネット 光 ｗｉｔｈ フレッツ」の売上

計上方法がアクセス回線利用料を含んだ金額による売上計上になる可能性があり、当社の売上高が大き

く変動することが考えられます。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社の経営上の重要な契約は以下のとおりであります。

　

主な提携電気通信事業者との契約

　

契約会社名 相手方の名称 契約期間等 契約内容

当社 イー・アクセス株式会社 平成13年３月１日から無期限 ＤＳＬサービスの提供に関する相互協定

当社
株式会社アッカ・ネット
ワークス

平成13年６月４日から
平成14年６月３日まで
以降１年ごとの自動更新

ＤＳＬサービス提供に関する契約

当社 株式会社ＴＯＫＡＩ 平成16年10月１日から無期限ＤＳＬサービスの提供に関する契約

当社 ＫＤＤＩ株式会社
平成18年12月13日から
平成19年３月31日まで
以降１年ごとの自動更新

ＦＴＴＨサービスの提供に関する契約

当社
東日本電信電話株式会社
西日本電信電話株式会社

平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで

ＮＴＴ取扱商品の注文取次業務に関する
契約

(注） 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社とのＮＴＴ取扱商品の注文取次業務に関する契約につい

ては、１年毎に契約を締結しております。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものでありま

す。

　

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この財務

諸表の作成にあたりまして、当事業年度末日時点の資産・負債及び当事業年度の収益・費用を認識・測

定するため、合理的な見積り及び仮定を使用する必要があります。当社が採用しております会計方針の

内、重要となる事項につきましては、「第５　経理の状況」の「重要な会計方針」に、記載しておりますの

でご参照ください。

　

(2) 当事業年度の財政状態の分析

①　資産の状況

流動資産は、前事業年度末に比べて453,006千円減少し、7,078,600千円となりました。主に、投資有価

証券の増加999,600千円により現金及び預金が減少し、その一方で接続会員の増加等に伴う売掛金の増

加が324,582千円あったことによります。なお、固定資産は、964,782千円増加し、1,401,392千円となり

ましたが、主に上記の投資有価証券が999,600千円増加したことによるものです。

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べて511,775千円増加し、8,479,993千円となりました。

②　負債の状況

流動負債は、前事業年度末に比べて45,109千円減少し、1,015,386千円となりました。これは主に、未

払金の増加が238,559千円あった一方、未払法人税等が257,772千円減少したことによるものです。

　この結果、負債合計は、流動負債と同様に45,109千円減少し、1,015,386千円となりました。

③　純資産の状況

純資産合計は、前事業年度末に比べて556,885千円増加し、7,464,606千円となりました。これは主に、

当期純利益を816,764千円計上したこと等によるものです。

　

(3) 当事業年度の経営成績の分析

①　売上高

ＦＴＴＨ会員数が順調に増加したことにより、当事業年度の売上高は5,608,750千円と過去最高を更

新し、前事業年度より132,344千円(2.4％)増加しました。

②　売上原価、売上総利益

ブロードバンド接続会員の増加にともなう通信回線使用料が増加したことにより当事業年度の売上

原価は2,964,241千円となり、前事業年度より39,115千円(1.3％)増加しました。

当事業年度の売上総利益については2,644,508千円となり、前事業年度より93,229千円(3.7％)増加

しました。売上総利益率については、前事業年度の46.6％から47.1％と0.5ポイント増加しました。
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③　販売費及び一般管理費、営業利益

想定よりも入会者が増加したことで、無料期間中のコスト負担などが発生しましたが、基幹システム

の効果的な運営などにより通信回線使用料の伸びを抑制するほか、効率的な販売活動を実施すること

で当事業年度の販売費及び一般管理費は1,276,311千円となり、前事業年度より32,738千円（2.6％）

の増加にとどまりました。その結果、当事業年度の売上高営業利益率は、前事業年度の23.9％から0.5ポ

イント改善して、24.4％となりました。

④　営業外収益・費用、経常利益

当事業年度の営業外収益は、資金の定期預金への預け替えによる預金利息が大幅に増加したこと等

により30,413千円となり、前事業年度より22,137千円(267.5％)増加しました。

当事業年度の営業外費用は、主に東京証券取引所市場第一部指定に伴う費用等が発生したことによ

り9,298千円となりましたが、前事業年度より34,690千円(78.9％)の減少となりました。これは主に、前

事業年度に発生した東京証券取引所市場第二部への上場準備費用がなくなったことによります。

以上の結果、当事業年度の経常利益は1,389,312千円となり、前事業年度より117,319千円(9.2％)増

加しました。経常利益率については、上記要因にともない、前事業年度の23.2％から24.8％と1.6ポイン

ト増加しました。

⑤　特別損失、税引前当期純利益

当事業年度の特別損失は、固定資産除却損826千円となりました。前事業年度に計上した物販事業に

かかる店舗閉店損失がなかったことにより、前事業年度より8,090千円減少しました。

以上の結果、当事業年度の税引前当期純利益は1,388,486千円となり、前事業年度より125,409千円

(9.9％)増加しました。

⑥　法人税等、当期純利益

当事業年度の当期純利益は、税引前当期純利益の増加にともない、816,764千円となり、前事業年度よ

り72,600千円(9.8％)増加しました。

　

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社の資本の財源は、主に税引前当期純利益に依拠しておりますが、当事業年度においては、税引前当

期純利益は前事業年度より増加しましたが、投資有価証券の取得に伴う支出や定期預金への預け替えに

よる支出があったことにより、当事業年度末における現金及び現金同等物は3,239,714千円となり、前事

業年度末より3,258,374千円の減少となりました。

　

(5) 経営戦略の現状と見通し

インターネットのブロードバンド化が進展するなか、当社のコアビジネスであるインターネット接続

サービスを安定的に成長させるとともに、自社開発を中心としたＳａａＳ型サービスの拡充を図ること

が中長期における経営戦略の重要課題であると考えております。

　インターネット接続サービスにつきましては、ＦＴＴＨの拡販に注力し、従来からの高い収益性を維持

しながら会員増を図る健全なる成長に向けて努力してまいります。特にＮＴＴのアクセス回線使用料と

当社のネット接続料を一括で支払えるワンストップサービス「ＡＳＡＨＩネット 光ｗｉｔｈフレッ

ツ」、ＫＤＤＩ株式会社との提携による「ＡＳＡＨＩネット ひかりｏｎｅ」およびモバイル系のブロー

ドバンドサービスなどの新サービス、新技術を積極的に導入し、新規会員の獲得を図ります。

　ＳａａＳ型サービスにつきましては、「教育」、「コンテンツ・マネジメント」、「グループウェア」の

各分野において自社開発エンジンを利用した新規サービスを提供してまいります。当社の強みであるソ

フト開発力を最大限に生かすことにより、新規サービスの創出と高収益体質の維持の双方の同時実現を
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目指します。

　平成21年３月期の見通しにつきましては、当事業年度に堅調であった会員獲得の好影響が表れ、売上高

・利益ともに当事業年度を10％以上上回る業績を見込んでおります。

　インターネット接続サービスにおいては、当事業年度の入会者好調の影響に加えて、平成20年３月25日

に発売した「超割モバイル」が好調に推移しているほか、平成20年７月からは、従来のブロードバンド映

像サービス「ＡＳＡＨＩネットＴＶ」をさらにスケールアップし、「ひかりＴＶ ｆｏｒ ＡＳＡＨＩ

ネット」として提供を予定しております。また、ＮＴＴ東西の次世代ネットワーク（ＮＧＮ）を用いた、

新たな光接続サービス「フレッツ光ネクスト」の提供も開始しており、売上高に寄与するものと見込ん

でおります。

　インターネット関連サービスにおいては、教育機関向けＳＮＳ「マナバ」、ホームページ制作ソフト

「モンブラン」、グループウェア「アサワン」といった当社で開発したアプリケーションを中心にＳａ

ａＳ事業を積極的に展開してまいります。

　また、他社との業務提携などを通じ、新規関連サービスの開発、販売にも注力し、ブロードバンド接続と

のクロスセリングによる相乗効果を図って参ります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社の設備投資については、急激に変化していくインターネット業界において迅速な対応を図るため、機

器の更新・増強等に関する投資を行っております。

　この結果、当事業年度において総額140,229千円の設備投資（ソフトウエアを含む）を実施いたしました。

主なものとしては、ネットワーク機器23,306千円、サーバー機器66,370千円及びＳａａＳ型ソフト23,437千

円であります。

　なお、当事業年度において重要な設備の除却・売却等はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社における主要な設備は、以下のとおりであります。

平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業区分
設備の
内容

帳簿価額
従業
員数
(人)建物

(千円)
機械装置
(千円)

工具
器具備品
(千円)

ソフト
ウエア
(千円)

合計
(千円)

本社
(東京都中央区)

インターネット接
続サービス事業及
びインターネット
関連サービス事業

事務所機器、
通信機器等

5,97747,82396,42946,046196,275
74
(29)

物販販売店
(兵庫県西宮市他)

その他事業
店舗設備
(６店舗)

33,853 ─ 9,567 ─ 43,421
6
(26)

(注) １．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は就業人員であり、(　)内は外書きでパートタイマー(１日８時間換算)の平均雇用人員を記載してお

ります。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社の設備投資については、会員数の増加に起因する利用増並びに利用態様の変化に基づく利用増に対

応するためにネットワーク設備及びコンピュータ設備の増強や、両設備を維持するための機材の交換等に

毎期約２億円の設備投資が必要となります。具体的な計画は１年ごとに策定しております。

　

なお、平成20年３月31日現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

(1) 重要な設備の新設

事業所名
(所在地)

事業区分
設備の
内容

投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定

完成後の増
加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

着手 完了

本社
(東京都中央区)

インターネット
接続サービス事
業及びインター
ネット関連サー
ビス事業

事務所機器、
通信機器等

380,000101,602増資資金
平成19年
４月

平成21年
３月

機器の更
新による
現状能力
の維持、
強化

(注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．上記の増資資金は、平成18年12月の東京証券取引所市場第二部への株式上場時に実施した公募増資による手

取金（622,400千円）の残額540,205千円の一部より充当するものであります。なお、平成18年12月の東京証券

取引所市場第二部への株式上場時には、会員サービスの充実のための設備投資として309,241千円を平成20年

３月までに充当する計画でしたが、設備投資計画の変更により、完了予定を平成21年３月に変更するととも

に、投資予定金額も変更しております。また、当該上場に伴う手取金については、上記設備投資に充当するほ

か、新規会員獲得にかかる販売促進費用等に130,000千円充当する予定でありましたが、前事業年度（平成18

年４月１日から平成19年３月31日まで）末までに52,303千円充当し、当事業年度（平成19年４月１日から平
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成20年３月31日まで）において123,522千円充当いたしました。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 119,340,000

計 119,340,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,485,00032,485,000
東京証券取引所
(市場第一部)

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 32,485,00032,485,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成17年12月20日
(注１)

20,000 594,000110,580139,280110,560289,608

平成18年３月22日
(注２)

2,700 596,700 13,500 152,780 13,500 303,108

平成18年８月９日
(注３)

29,238,30029,835,000 ― 152,780 ― 303,108

平成18年８月25日
(注４)

950,00030,785,000161,500314,280161,500464,608

平成18年12月25日
(注５)

1,700,00032,485,000316,200630,480316,200780,808

(注) １．有償第三者割当増資

割当先　株式会社シマドコーポレーション

発行価格　　11,057円

資本組入額　 5,529円

２．有償第三者割当増資

割当先　朝日ネット従業員持株会

発行価格　　10,000円

資本組入額　 5,000円

３．株式分割

平成18年８月９日付をもって普通株式１株を50株に分割し発行済株式総数は29,238,300株増加しておりま

す。

４．有償第三者割当増資

割当先　東日本電信電話株式会社

発行価格　　　 340円

資本組入額　　 170円

５．有償一般募集(ブックビルディング方式)

発行価格　　　 400円　

引受価額　　　 372円　

　　資本組入額　　 186円

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 22 21 46 34 ─ 2,4862,609 ─

所有株式数
(単元)

─ 3,191 109 2,1892,131 ─ 24,85932,4796,000

所有株式数
の割合(％)

─ 9.82 0.34 6.74 6.56 ─ 76.52100.00 ─

(注）自己株式100株は、「単元未満株式の状況」に100株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

島戸　一臣 千葉県浦安市 3,197,000 9.84

山本　公哉 東京都目黒区 2,647,000 8.15

梅村　守 東京都調布市 2,647,000 8.15

滝口　彰 東京都練馬区 2,646,000 8.15

岩崎　慎一 東京都目黒区 2,646,000 8.15

杉山　裕一 千葉県市川市 2,646,000 8.15

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2-11-3 1,669,000 5.14

株式会社シマドコーポレーショ
ン

千葉県浦安市3-18-3 1,000,000 3.08

東日本電信電話株式会社 東京都新宿区西新宿3-19-2 950,000 2.92

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1-8-11 863,000 2.66

計 ― 20,911,000 64.37

(注) １．前事業年度末現在主要株主であった島戸一臣氏は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。

２．モルガン・スタンレー・アセット・マネジメント投信株式会社から平成20年４月７日付で大量保有報告書

の変更報告書が提出されており、平成20年３月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けてお

りますが、当事業年度末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株

主の状況」では考慮しておりません。

氏名又は名称 住所 所有株式数(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

モルガン・スタンレー・ア
セット・マネジメント投信株
式会社

東京都渋谷区恵比寿
4-20-3恵比寿ガーデン
プレイスタワー

1,314,000 4.04
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

32,479,000
32,479

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

単元未満株式
普通株式　 　

6,000
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

発行済株式総数 32,485,000― ―

総株主の議決権 ― 32,479 ―

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 普通株式
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 100 ― 100 ―
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３ 【配当政策】

当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつ

つ、安定した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。

　当社の剰余金の配当は、中間配当制度を採用しており、期末配当とあわせて年２回実施することが可能と

なっております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり10円の配当を実施することを

決定しました。この結果、当事業年度の配当性向は39.8％となります。

内部留保金につきましては、今後予想される経営環境の変化に迅速に対応できるように有効投資したい

と考えております。

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円)

平成20年６月25日
定時株主総会総会決議

324,849 10

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) ― ― ― 420 406

最低(円) ― ― ― 337 241

(注)　株価は、平成19年12月26日までは東京証券取引所市場第二部、平成19年12月27日より東京証券取引所市場第一部に

おけるものであります。なお、それ以前については、該当事項はありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 314 304 279 315 297 277

最低(円) 272 249 253 263 251 241

(注)　株価は、平成19年12月26日までは東京証券取引所市場第二部、平成19年12月27日より東京証券取引所市場第一部に

おけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
(代表
取締役)

山　本　公　哉 昭和38年１月30日生

平成３年２月 三井石油化学工業株式会社

(現・三井化学株式会社)入社

(注)２ 2,647

平成８年３月 三井石油化学工業株式会社退社

平成８年５月 株式会社ピーエーディー設立

代表取締役社長

平成12年３月 株式会社ピーエーディー代表取締

役社長を退任

平成12年９月 有限会社ビットム(平成16年６月 

株式会社ビットムに組織変更、平

成18年２月 当社と合併)代表取締

役

平成16年９月 当社取締役

平成16年10月 当社代表取締役

平成17年３月 当社代表取締役副社長

平成17年４月 当社代表取締役副社長 営業本部

長

平成18年１月 当社代表取締役社長(現任)

取締役
副社長

コーポレート
本部長

土　方　次　郎 昭和46年１月16日生

平成５年４月 株式会社朝日新聞社入社

(注)２ ─

平成10年９月 株式会社朝日新聞社退社

平成10年10月 株式会社エースネット(平成13年

１月 当社と合併)取締役

平成12年５月 株式会社アトソン（現在の当社）

取締役

平成14年５月 当社代表取締役社長

平成16年５月

平成16年９月

平成20年６月

平成20年６月

当社代表取締役社長退任

東日本電信電話株式会社入社

東日本電信電話株式会社退社

当社取締役副社長、コーポレート

本部長（現任）

取締役
副社長

システム
本部長

滝　口　　　彰 昭和36年７月５日生

昭和60年４月 株式会社朝日新聞社入社

(注)２ 2,646

平成２年４月 株式会社アトソン(現在の当社) 

設立時に同社に出向。

平成４年９月 株式会社アトソン取締役

平成８年３月 株式会社朝日新聞社退社

平成10年10月 当社取締役を辞任。株式会社エー

スネット(平成13年１月 当社と合

併)代表取締役に就任

平成14年５月 当社取締役

平成15年10月 当社取締役を辞任。当社主任研究

員に就任

平成16年５月 当社代表取締役副社長

平成17年３月 当社取締役

平成18年１月

 

平成20年６月

当社代表取締役副社長、システム

本部長

当社取締役副社長、システム本部

長(現任)

取締役 営業本部長 溝　上　聡　司 昭和39年12月22日生

昭和60年４月 日本電信電話株式会社入社

(注)２ 50

平成８年６月 日本電信電話株式会社退社

平成８年７月 株式会社アトソン(現在の当社)入

社

平成15年４月 システム技術本部監理統括

平成16年４月 システム部運用担当部長

平成17年４月 サービス開発部長

平成18年４月 営業本部長

平成18年６月 当社取締役　営業本部長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

常勤監査役 小　林　三千夫 昭和４年３月12日生

昭和28年４月 株式会社朝日新聞社入社

(注)３ 50

昭和60年６月 株式会社朝日新聞社常勤監査役

平成元年６月 朝日案内株式会社代表取締役社長

平成４年６月 朝日案内株式会社代表取締役会長

平成６年６月 株式会社朝日新聞社監査役

平成９年６月 株式会社朝日新聞社監査役退任

平成17年７月 当社常勤監査役（現任）

監査役 今　西　浩　之 昭和41年９月22日生

平成３年10月 太田昭和監査法人(現・新日本監

査法人)入所

(注)３ 150

平成10年７月 公認会計士今西浩之事務所所長

(現任)

平成13年10月 株式会社ランシステム取締役

平成15年３月 イマニシ税理士法人社員(現任)

平成17年３月 当社監査役(現任)

平成17年６月

 

平成20年５月

株式会社パイオラックス監査役

(現任)

株式会社ランシステム専務取締役

(現任)

監査役 井　原　智　生 昭和39年５月23日生

平成５年４月 東京弁護士会登録

(注)４ ─平成５年４月 大原法律事務所入所(現任)

平成19年６月 当社監査役(現任)

計 5,543

(注) １．常勤監査役小林三千夫、監査役今西浩之及び井原智生は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。

２．取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

３．常勤監査役小林三千夫及び監査役今西浩之の任期は、平成18年８月９日付臨時株主総会終結の時から平成22

年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４．監査役井原智生の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。

５．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

加　納　　隆 昭和12年２月14日生

昭和38年４月 株式会社朝日新聞社入社

（注） 1

平成８年６月 北陸朝日放送株式会社常務取締役

平成９年２月 株式会社朝日新聞社定年退職

平成13年６月

平成19年６月

北陸朝日放送株式会社常務取締役退任

当社補欠監査役（現任）

　　　　(注) 補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。

　

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業価値を継続的に高めていくには、①迅速且つ適切な情報開示　②経営の透明性の確保　③経

営の効率性を担保する経営監視体制の充実　④高い競争力の維持を実現する企業組織体制の確立が重要

であるとの認識のもと、コーポレート・ガバナンス体制の強化に努めております。さらに、コンプライア

ンスに関しましては、経営陣はもとより全社員がその重要性を認識し実践することが不可欠であると考

えております。

また、健全な倫理観に基づくコンプライアンスの体制を徹底することで全てのステークホルダーから

の信頼を獲得するとともに、会社の成長および経営環境の変化に対応して適宜コーポレート・ガバナン

ス体制を見直すことにより、企業価値の最大化を図っていく方針であります。

　

(2) 会社の機関の内容及びコーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

当社のコーポレート・ガバナンス体制は、下図のとおりであります。
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①　取締役会

取締役会は、取締役４名によって構成されており、法令に定める事項及び取締役会規則に定める重要

事項の決定や報告並びに取締役の業務執行に対する監督機能を果たしております。また、毎月１回の開

催に加え、重要な議案が生じたときは適宜開催し、経営上の迅速な意思決定を行い、機会損失のないよ

うに努めております。

　

②　監査役会

当社は会社法上の監査役会設置会社であり、取締役の職務執行に対する監査体制は、監査役３名(常

勤監査役１名、非常勤監査役２名)によって構成され、取締役会や重要会議の出席、重要な決裁書類の閲

覧、予算・事業計画の把握検討を行うとともに、必要に応じて担当部門等へ業務執行状況について聴取

・調査を実施し、その結果について取締役へ報告しております。なお、監査役会は原則毎月１回開催し、

監査役会の規則に定める議事及び決議を行うとともに、監査役相互の情報共有、内部監査部門からの報

告等を受け、監査の有効性を高めております。　

　

③　オペレーションミーティング

当社では、週１回、原則として取締役、常勤監査役及び各部署の責任者が出席するオペレーション

ミーティングを開催しております。本ミーティングは、会社業務全般に関する重要事項についての協議

の場として、事業計画及び業績についての検討及び重要事項に関する意思決定を行っております。ま

た、各部署の業務の執行状況が報告され、情報の共有とともに十分な議論を行っております。

　

④　内部監査

内部監査体制につきましては、独立した部門として内部監査室(１名)を設置し、法令及び社内諸規程

の順守状況を確認するとともに、監査役への内部監査の実施状況の報告、監査法人との情報交換を行う

ことによる連携をとり、監査体制の充実に努めております。内部監査担当者は、代表取締役により直接

任命され、監査結果を代表取締役社長に対し直接報告するとともに、内部監査の実施状況を監査役会へ

報告しております。
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⑤　監査法人等

会計監査においては、新日本監査法人と監査契約を締結しております。新日本監査法人からは、独立

監査人としての立場から、財務諸表等に対する会計監査を受けており、会計上の課題については、随時

確認をすることにより会計処理の適正化に努めております。また、法的事項については、法律事務所の

弁護士と顧問契約を結び、経営全般にわたる助言を受け、適切な事業運営に努めております。

　

(3) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係の概

要

社外取締役は選任しておりません。

当社の社外監査役小林三千夫、今西浩之及び井原智生は、当社との人的関係、資本的関係及び取引関係

その他利害関係は一切ありません。なお、当社は、社外監査役全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限

定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は会社法第427条第１項の最低責任限度額で

あり、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意か

つ重大な過失がないときに限るものであります。

　

(4) 役員報酬の内容

当社の取締役及び監査役に対する役員報酬の金額は、以下のとおりであります。

取締役に支払った報酬　　　105,810千円(社外取締役　　　　－千円)

監査役に支払った報酬　　　 22,500千円(社外監査役　　22,500千円)

　

(5) 監査報酬の内容

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は12,000千円であります。それ以外の報酬は

ありません。

　

(6) 会計監査の状況

ａ．業務を遂行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

　栗　原　安　夫(新日本監査法人)

　板　谷　秀　穂(新日本監査法人)

※　継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

※　同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与す

ることのないよう措置をとっております。

ｂ．監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士　　　３名

　会計士補等　　　６名
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(7) 定款規定の内容

①　取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨を定款で定めております。

②　取締役選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

③　自己株式の取得の決議機関

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に

遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場

取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

④　剰余金の配当等の決議機関

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株

主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、金銭による剰余金の配当（中間配

当）を行うことができる旨を定款に定めております。

⑤　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議について

は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の

３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。

　

EDINET提出書類

株式会社朝日ネット(E04496)

有価証券報告書

37/67



第５ 【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当

事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。

　

２．監査証明について

当社は、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基

づき、また当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項

の規定に基づき、それぞれ財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１．現金及び預金 6,498,089 5,239,714

　２．売掛金 920,822 1,245,404

　３．有価証券 ─ 500,000

　４．貯蔵品 5,900 16,110

　５．前払費用 6,235 17,161

　６．繰延税金資産 83,426 33,366

　７．その他 18,541 28,743

　　　貸倒引当金 △1,408 △1,900

　　流動資産合計 7,531,60794.5 7,078,60083.5

Ⅱ　固定資産

　１．有形固定資産

　　(1) 建物 67,533 81,412

　　　　減価償却累計額 25,961 41,571 41,581 39,830

　　(2) 機械装置 365,875 389,181

　　　　減価償却累計額 296,83869,037 341,35847,823

　　(3) 工具器具備品 840,266 887,544

　　　　減価償却累計額 713,986126,280 781,547105,996

　　(4) 建設仮勘定 21,211 ─

　　　有形固定資産合計 258,1013.3 193,6502.3

　２．無形固定資産

　　(1) ソフトウエア 26,975 46,046

　　(2) ソフトウエア仮勘定 7,290 ─

　　(3) その他 4 ─

　　　無形固定資産合計 34,2690.4 46,0460.5

　３．投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 5,000 1,004,600

　　(2) 出資金 5,000 5,000

　　(3) 長期前払費用 2,333 6,732

　　(4) 繰延税金資産 54,135 50,504
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

　　(5) 敷金 77,111 83,492

　　(6) その他 658 11,365

　　　投資その他の資産合計 144,2381.8 1,161,69413.7

　　固定資産合計 436,6095.5 1,401,39216.5

　　資産合計 7,968,217100.0 8,479,993100.0

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１．買掛金 123,417 166,942

　２．未払金 301,757 540,316

　３．未払費用 1,080 ─

　４．未払法人税等 489,737 231,965

　５．未払消費税等 25,215 30,061

　６．前受金 66 254

　７．預り金 10,181 19,685

　８．販売促進引当金 109,040 26,160

　　流動負債合計 1,060,49613.3 1,015,38612.0

　　負債合計 1,060,49613.3 1,015,38612.0

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１．資本金 630,4807.9 630,4807.4

　２．資本剰余金

　　(1) 資本準備金 780,808 780,808

　　　　資本剰余金合計 780,8089.8 780,8089.2

　３．利益剰余金

　　(1) 利益準備金 5,822 5,822

　　(2) その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 5,490,646 6,047,531

　　　　利益剰余金合計 5,496,46969.0 6,053,35471.4

　４．自己株式 △36 △0.0 △36 △0.0

　　　株主資本合計 6,907,72186.7 7,464,60688.0

　　　純資産合計 6,907,72186.7 7,464,60688.0

　　　負債純資産合計 7,968,217100.0 8,479,993100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 5,476,405100.0 5,608,750100.0

Ⅱ　売上原価 2,925,12653.4 2,964,24152.9

　　　売上総利益 2,551,27846.6 2,644,50847.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１．役員報酬 120,000 128,310

　２．給料手当 273,182 316,925

　３．回収手数料 194,336 196,842

　４．紹介手数料 ─ 85,999

　５．販売促進費 141,159 123,522

　６．地代家賃 77,551 105,932

　７．減価償却費 11,884 22,035

　８．貸倒引当金繰入額 783 1,583

　９．販売促進引当金繰入額 109,040 26,160

　10．その他 315,6321,243,57222.7 268,9991,276,31122.7

　　　営業利益 1,307,70623.9 1,368,19724.4

Ⅳ　営業外収益

　１．受取利息 3,306 27,265

　２．有価証券利息 ─ 499

　３．受取配当金 1,000 2,000

　４．紹介手数料 388 ─

　５．法人税等還付加算金 3,294 ─

　６．その他 285 8,2750.1 649 30,4130.5

Ⅴ　営業外費用

　１．株式交付費 3,521 ─

　２．上場準備費用 40,424 ─

　３．一部指定関連費用等 ─ 9,298

　４．為替差損 42 43,9880.8 ─ 9,2980.1

　　　経常利益 1,271,99323.2 1,389,31224.8

Ⅵ　特別損失

　１．固定資産除却損 ※１ 1,079 826

　２．店舗閉店損失 7,836 8,9160.1 ─ 826 0.0

　　　税引前当期純利益 1,263,07723.1 1,388,48624.8

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

595,494 518,030

　　　法人税等調整額 △76,581518,9139.5 53,690571,72110.2

　　　当期純利益 744,16413.6 816,76414.6
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売上原価明細書

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

１．通信回線使用料 2,020,91369.1 2,070,92469.9

２．情報提供料(注) 71,193 2.5 74,862 2.5

３．給料手当 264,127 9.0 269,609 9.1

４．法定福利費 27,170 0.9 30,556 1.0

５．減価償却費 149,655 5.1 141,350 4.8

６．地代家賃 163,698 5.6 146,451 4.9

７．その他 228,367 7.8 230,487 7.8

合計 2,925,126100.0 2,964,241100.0

(注)　情報提供料は、当社サイト上にあるコンテンツ等の購入費用等であります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 152,780 303,108 303,108

事業年度中の変動額

　新株の発行 477,700 477,700 477,700

　剰余金の配当（注） ─ ─ ─

　当期純利益 ─ ─ ─

　自己株式の取得 ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(千円) 477,700 477,700 477,700

平成19年３月31日残高(千円) 630,480 780,808 780,808

　

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 5,822 4,835,9874,841,810 ─ 5,297,6995,297,699

事業年度中の変動額

　新株の発行 ─ ─ ─ ─ 955,400 955,400

　剰余金の配当（注） ─ △89,505 △89,505 ─ △89,505 △89,505

　当期純利益 ─ 744,164 744,164 ─ 744,164 744,164

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △36 △36 △36

事業年度中の変動額合計(千円) ─ 654,659 654,659 △36 1,610,0221,610,022

平成19年３月31日残高(千円) 5,822 5,490,6465,496,469 △36 6,907,7216,907,721

（注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 630,480 780,808 780,808

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ─ ─ ─

　当期純利益 ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(千円) ─ ─ ─

平成20年３月31日残高(千円) 630,480 780,808 780,808

　

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 5,822 5,490,6465,496,469 △36 6,907,7216,907,721

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ─ △259,879△259,879 ─ △259,879△259,879

　当期純利益 ─ 816,764 816,764 ─ 816,764 816,764

事業年度中の変動額合計(千円) ─ 556,885 556,885 ─ 556,885 556,885

平成20年３月31日残高(千円) 5,822 6,047,5316,053,354 △36 7,464,6067,464,606
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】
　

前事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税引前当期純利益 1,263,077 1,388,486

　　　減価償却費 161,539 163,386

　　　貸倒引当金の増加額 292 492

　　　販売促進引当金の増加額（△減少額） 60,191 △82,879

　　　受取利息及び受取配当金 △4,306 △29,764

　　　株式交付費 3,521 ─

　　　上場準備費用 40,424 ─

　　　一部指定関連費用等 ─ 9,298

　　　有形固定資産除却損 1,079 826

      店舗閉店損失 7,836 ─

　　　売上債権の増加額 △311,538 △324,582

　　　たな卸資産の増加額 △3,527 △10,209

　　　仕入債務の増加額 94,349 318,712

　　　その他 10,978 △2,153

　　　　小計 1,323,919 1,431,612

　　　利息及び配当金の受取額 4,306 23,086

　　　法人税等の支払額 △113,378 △774,018

　　　法人税等の還付額 125,342 ─

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,340,190 680,680

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　定期預金の預入による支出 ─ △4,000,000

　　　定期預金の払戻による収入 ─ 1,500,000

　　　有形固定資産の取得による支出 △184,119 △124,789

　　　無形固定資産の取得による支出 △12,199 △22,149

　　　投資有価証券の取得による支出 ─ △999,600

　　　その他 △8,531 △23,338

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △204,850 △3,669,877

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　配当金の支払額 △89,505 △259,879

　　　株式の発行による収入 951,878 ─

　　　その他 △40,461 △9,298

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 821,911 △269,177

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 1,957,252 △3,258,374

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 4,540,837 6,498,089

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 6,498,089 3,239,714
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) その他有価証券

　　時価のないもの

移動平均法による原価法を採用

しております。

(1) その他有価証券

　　時価のないもの

　　　同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(附属設備を除く)は定

額法によっております。

また、機械装置及び工具器具備品

については、実質的残存価額(備忘価

額１円)まで償却を行っております。

なお、主な耐用年数は、次のとおり

であります。

建物　　　　　　　　３年～15年

機械装置　　　　　　３年～６年

工具器具備品　　　　２年～５年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における見込利用期

間(５年以内)に基づく定額法によっ

ております。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

均等償却によっております。

(3) 長期前払費用

同左

３．繰延資産の処理方法 株式交付費は、支出時に全額費用と

して処理しております。
─────

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 販売促進引当金

販売促進を目的として実施する特

定の接続サービスに対する無償キャ

ンペーン期間に係る回線使用料等の

当社負担額に備えるために、翌事業

年度以降負担すると見込まれる額を

計上しております。

(2) 販売促進引当金

同左
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項目
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資

同左

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

　同左

　

会計方針の変更

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は6,907,721

千円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

────────
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表示方法の変更

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

(損益計算書)

「地代家賃」は、前事業年度まで、販売費及び一般管

理費の「その他」に含めて表示していましたが、当事業

年度において販売費及び一般管理費の合計額の100分の

５以上となったため区分掲記しました。

　なお、前事業年度の「地代家賃」の金額は37,792千円で

あります。

(損益計算書)

「紹介手数料」は、前事業年度まで、販売費及び一般管理

費の「その他」に含めて表示していましたが、当事業年

度において販売費及び一般管理費の合計額の100分の５

を超えたため区分掲記しました。

　なお、前事業年度の「紹介手数料」の金額は58,339千円

であります。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

────── ──────

　

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

※１　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※１　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

工具器具備品 1,079千円 工具器具備品 826千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 596,700 31,888,300 ─ 32,485,000

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　平成18年８月９日付の普通株式１株を50株に分割したことによる増加　　　　　29,238,300株

　平成18年８月25日付の有償第三者割当増資による増加　　　 　　　　　　　　　　950,000株

　平成18年12月25日付の公募増資による増加　　　　　　　　　　　　　 　　　　1,700,000株

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) ─ 100 ─ 100

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　 100株

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日
定時株主総会

普通株式 89,505 150平成18年３月31日 平成18年６月24日

　
　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月25日
定時株主総会

普通株式 繰越利益剰余金 259,879 8
平成19年
３月31日

平成19年
６月26日
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当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 32,485,000 ─ ─ 32,485,000

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 100 ─ ─ 100

　
　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月25日
定時株主総会

普通株式 259,879 8 平成19年３月31日 平成19年６月26日

　
　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月25日
定時株主総会

普通株式 繰越利益剰余金 324,849 10
平成20年
３月31日

平成20年
６月26日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日現在)

現金及び預金勘定 6,498,089千円

現金及び現金同等物 6,498,089千円

現金及び預金勘定
有価証券勘定
預入期間が３か月を超える
定期預金

5,239,714千円
500,000千円

△2,500,000千円

現金及び現金同等物 3,239,714千円

　

(リース取引関係)

前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)

当社は、リース取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

当社は、リース取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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(有価証券関係)

前事業年度(平成19年３月31日)

１．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　

区分

前事業年度
(平成19年３月31日)

貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

　非上場株式 5,000

　

当事業年度(平成20年３月31日)

１．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　

区分

当事業年度
(平成20年３月31日)

貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

　合同運用金銭信託 500,000

　非上場株式 1,004,600

　

３．その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の貸借対照表日後における償還

予定額

区分

前事業年度
(平成20年３月31日)

１年内
（千円）

１年超５年
以内（千円）

５年超10年
以内（千円）

10年超
（千円）

　合同運用金銭信託 500,000 ─ ─ ─

　

(デリバティブ取引関係)

前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

１．採用している退職給付制

度の概要

当社は、確定給付型の制度として総

合設立型の厚生年金基金に加入してお

ります。なお、当社が加入する全国情報

サービス産業厚生年金基金は昭和57年

２月に設立され、当社は第６期中(平成

８年２月)より加入しました。

当社は、全国情報サービス産業厚生

年金基金に加入しておりますが、当該

厚生年金基金制度は複数事業主制度で

あり、自社の拠出に対応する年金資産

の額を合理的に計算することができな

いため、要拠出額を退職給付費用とし

て処理しております。当該厚生年金基

金制度に関する事項は次のとおりであ

ります。

 (1)制度全体の積立状況に関する事項
　　　　　　（平成19年３月31日現在）
年金資産の額
年金財政計算上
の給付債務の額

414,972,369千円

358,004,290千円

差引額 56,968,079千円

 (2)制度全体に占める当社の掛金拠出
割合

　　　　　　（平成19年３月31日現在）
　　　　　　　　　　　　　　 0.07％
 (3)補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金

財政計算上の過去勤務債務残高

1,076,725千円及び剰余金58,044,804

千円であります。なお、過去勤務債務残

高は、当社の財務諸表上に影響するも

のではありません。

　上記(2)の割合は、当社の実際の負担

割合とは一致しません。

２．退職給付債務に関する事

項

該当事項はありません。 同左

３．退職給付費用に関する事

項

退職給付費用　　　　　14,279千円

勤務費用　　　　　　　14,279千円

(注)当社の加入する厚生年金基金は

総合設立であって、自社の拠出に

対応する年金資産を合理的に算定

することができないため、当該年

金基金への要拠出額を退職給付費

用として計上しております。なお、

当該年金基金の年金資産総額のう

ち、平成19年３月31日現在の掛金

拠出割合を基準として計算した当

社分の年金資産額は、279,275千円

であります。

厚生年金基金
掛金要拠出額

14,002千円

退職給付費用 14,002千円

（追加情報）

当事業年度より、「『退職給付に係

る会計基準』の一部改正（その２）」

（企業会計基準第14号平成19年５月15

日）を適用しております。

　

(ストック・オプション等関係)

前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)

該当事項はありません。

　

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減価償却超過額 55,327千円

販売促進引当金 44,379千円

未払事業税 37,460千円

その他 5,826千円

繰延税金資産小計 142,994千円

評価性引当額 △5,432千円

繰延税金資産合計 137,561千円

繰延税金資産の純額 137,561千円

繰延税金資産

減価償却超過額 50,075千円

販売促進引当金 10,647千円

未払事業税 21,291千円

その他 7,289千円

繰延税金資産小計 89,303千円

評価性引当額 △5,432千円

繰延税金資産合計 83,870千円

繰延税金資産の純額 83,870千円

(注)　繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

(注)　繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

　　　流動資産－繰延税金資産 83,426千円

　　　固定資産－繰延税金資産 54,135千円

　　　流動資産－繰延税金資産 33,366千円

　　　固定資産－繰延税金資産 50,504千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左

　

(持分法損益等)

前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)

当社は、関連会社がないため該当事項はありません。

　

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

　　  当社は、関連会社がないため該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)

役員及び個人主要株主等

　

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要
株主

島戸一臣 ― ― 当社特別顧問
（被所有）

11.3
― ― 特別顧問報酬 7,200― ―

(注) １　取引金額には消費税等は含まれておりません。

２　特別顧問報酬については、特別顧問契約において、両者協議の上、決定しております。

　

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

役員及び個人主要株主等

　

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要
株主

島戸一臣 ― ― 当社特別顧問
（被所有）

9.8
― ― 特別顧問報酬 3,600― ―

(注) １　取引金額には消費税等は含まれておりません。

２　特別顧問報酬については、特別顧問契約において、両者協議の上、決定しております。

３　島戸一臣氏は、平成19年９月７日を以って主要株主でなくなったため、取引金額は、平成19年９月までの支払額

を記載しております。

　

(企業結合等関係)

前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)

該当事項はありません。

　

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

１株当たり純資産額 212.64円１株当たり純資産額 229.79円

１株当たり当期純利益金額 24.05円１株当たり当期純利益金額 25.14円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　当社は、平成18年８月９日付で株式１株につき50株の株

式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の１株当たり情報については、それぞれ以下のとおりと

なります。

前事業年度

１株当たり純資産額 177.57円

１株当たり当期純利益金額 11.95円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金
額については、潜在株式が存在しないため記載
しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 6,907,721 7,464,606

普通株式に係る純資産額(千円) 6,907,721 7,464,606

差額の主な内訳(千円) ― ─

普通株式の発行済株式数(株) 32,485,000 32,485,000

普通株式の自己株式数(株) 100 100

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の株(株)

32,484,900 32,484,900

　　

２　１株当たり当期純利益

前事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

当期純利益(千円) 744,164 816,764

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益(千円) 744,164 816,764

普通株式の期中平均株式数(株) 30,942,677 32,484,900

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

―― ――
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(重要な後発事象)

　
前事業年度

(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

当事業年度
(平成19年４月１日から
平成20年３月31日まで)

────── ──────
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価証
券

その他有価証
券

ライフネット生命保険株式会社 1,666 999,600

その他３銘柄 300 5,000

小計 1,966株 1,004,600

計 1,966株 1,004,600

　

【その他】

銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額

(千円)

有価証券
その他有価証
券

合同運用金銭信託「Ｒｅｇｉｓｔ
ａ」

500,000 500,000

小計 500,000 500,000

計 500,000 500,000

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

　建物 67,53314,098 219 81,412 41,58115,650 39,830

　機械装置 365,87523,306 ─ 389,181341,35844,520 47,823

　工具器具備品 840,26673,43826,160887,544781,54792,895105,996

　建設仮勘定 21,211 ─ 21,211 ─ ─ ─ ─

有形固定資産計 1,294,888110,84247,5911,358,1381,164,487153,066193,650

無形固定資産

　ソフトウエア 66,55129,3873,24292,696 46,64910,315 46,046

　ソフトウエア仮勘定 7,29014,43421,724 ─ ─ ─ ─

　その他 493 ─ ─ 493 493 4 ─

無形固定資産計 74,33443,82124,96693,189 47,14310,320 46,046

長期前払費用 4,000 6,249 710 9,539 2,806 1,850 6,732

(注) １．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建物 店舗設備 13,938千円

機械装置 ネットワーク機器 23,306千円

工具器具備品 サーバー機器 66,370千円

ソフトウエア ＳａａＳ型ソフト 23,437千円

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

工具器具備品 サーバー機器 21,565千円

　

【引当金明細表】
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区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 1,408 1,900 1,090 317 1,900

販売促進引当金 109,040 26,160 109,040 ─ 26,160

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 1,607

預金

当座預金 31,499

普通預金 1,605,798

定期預金 3,600,000

別段預金 809

小計 5,238,107

合計 5,239,714

　

②　売掛金

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

株式会社ジェーシービー 291,973

三菱ＵＦＪニコス株式会社 196,437

三井住友カード株式会社 161,486

株式会社クレディセゾン 85,669

ユーシーカード株式会社 44,458

その他 465,378

合計 1,245,404

　

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

次期繰越高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

920,822 5,641,7905,317,2071,245,404 81.0 70.3

(注)　当期発生高には消費税等が含まれております。
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③　買掛金

　

相手先 金額(千円)

ＫＤＤＩ株式会社 83,684

イー・アクセス株式会社 19,038

株式会社アッカ・ネットワークス 18,110

株式会社エヌ・ティ・ティ エムイー 11,684

タカナシ販売株式会社 10,325

その他 24,097

合計 166,942

　

④　未払金

　

相手先 金額(千円)

東日本電信電話株式会社 201,101

西日本電信電話株式会社 175,008

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 55,189

ＫＤＤＩ株式会社 17,509

三菱ＵＦＪニコス株式会社 25,263

その他 66,244

合計 540,316

　

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、10,000株券、100,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告
　ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じたとき
は、日本経済新聞に掲載します。

　なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは以下のとおりで
す。

　http://asahi-net.co.jp/jp/publicinfo/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

取得請求権付株式の取得を請求する権利

募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第17期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月25日
関東財務局長に提出。

(2) 

 

有価証券報告書の訂
正報告書
 

上記(1)に係る訂正報告書であります。

 

平成19年８月16日
関東財務局長に提出。
 

(3) 

 

臨時報告書

 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第４号（主要株主の異動）の規定に
基づくものであります。

平成19年９月４日
関東財務局長に提出。
 

(4) 半期報告書 (第18期中)
自　平成19年４月１日 
至　平成19年９月30日

平成19年12月10日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月25日

株式会社朝日ネット

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　高　　橋　　文　　雄　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　志　　村　　さ や か　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社朝日ネットの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第17期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社朝日ネットの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月25日

株式会社朝日ネット

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　栗　　原　　安　　夫　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　板　　谷　　秀 　 穂　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社朝日ネットの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第18期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表

について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社朝日ネットの平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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